
各種応援制度における応援対象業務の確認・整理
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第２章応急対策職員派遣制度の基本的な事項
（基本的な事項）
第３条本制度の基本的な事項は、次の各号に掲げるとおりとする。
（１）～（３）略
（４）本制度に基づく応援職員の派遣の目的は、被災市区町村の長の指揮の下、次に掲げる業務

に携わるものであること。
（ア）災害応急対策を中心とした災害対応業務のうち、避難所の運営及び罹災証明書の交付のほ

か、本制度以外の仕組み等において対象としていない業務を支援すること。ただし、本制度
以外の仕組み等と必要な連携を図るものであること。

（イ）被災市区町村の長への助言、幹部職員との調整、被災市区町村における応援職員のニーズ
等の把握、被災都道府県をはじめとする関係機関及び総務省との連携等を通じて、被災市区
町村が行う災害マネジメントを総括的に支援すること。
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○ 「応急対策職員派遣制度」の主な支援対象業務である災害マネジメント支援や、避難所運営、

罹災証明書の交付業務を基本対象業務としつつ、南海トラフ地震発生時においては、基本対象

業務以外の業務について必要な協力が求められることもあり得ることから、求めに応じて可能

な範囲で柔軟に対応ができるよう 、基本対象業務以外に想定される業務について整理・確認を

行う 。

【基本方針】

（参考）応急対策職員派遣制度に関する要綱（抄）
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【一例】京都府の災害時応急対応業務マニュアル全体像
（京都府の「地域防災の見直し部会（令和元年5月9日）」資料より）
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◇ 東日本大震災における職員派遣の状況
（出典：「東日本大震災における全国知事会の活動（平成24年7月）」全国知事会）

※1 総括は国(各省庁),全国知事会,
個別調整（全国知事会経由以外）,
その他（各種団体等）の合計。

過去災害における応援職員の派遣状況

※1

東日本大震災における人的・物的応援の状況及び広域応援に係る課題等についての書面調査結果（人的応援）
（要約※2）
〇 全体として、発災から１ヶ月間はＤＭＡＴや医療救護班、避難所等における保健衛生活動など、医療・健
康・衛生対策に関する業務が占める。

〇 発災３日目以降は、災害対策本部業務支援や災害応急対策支援（施設の応急復旧支援、給水支援等）、避
難所管理運営支援などの派遣も増加。

〇 発災１ヶ月以降も、医療・健康・衛生対策支援の派遣が最も多く、避難所管理運営支援や義援金・災害弔
慰金・被災者生活再建支援金の支給など、被災者の生活再建に係る業務支援の派遣も増加。

〇 発災３ヶ月目になると、各種施設復旧業務支援の派遣が増加（復旧・復興に向けた動きが本格化）。
※2 上記は事務局（応援派遣室）で要約したものであり、実際の記載内容と異なることに留意（以下同じ）。
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◇ 東日本大震災における職員派遣の状況（続き）

【個別調整】
〇 「個別調整」は、全国知事会を経由
せず、直接被災県と調整が行われた派
遣。その数は発災１ヶ月を経過した後
から、医療・健康・衛生対策業務のほ
か、避難所管理運営支援や義援金・災
害弔慰金・被災者生活再建支援金の支
給などの被災者の生活再建に係る業務
支援などに派遣。

【全国知事会】
〇 全国知事会が調整を行った派遣は、
発災１ヶ月経過後からの避難所管理運
営支援業務に関する派遣が大部分を占
める。

〇 「人的支援調整方針」において「国
において派遣調整が行われていない分
野について被災県の要請内容を踏まえ
積極的に調整する」との方針に基づき、
それまで広域的な調整が行われていな
かった避難所管理運営支援業務や業務
について調整を行った結果である。
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【国（各省庁）】
〇 国は、発災３日目～１週間まで
の間に約４千人日の職員派遣を
行っているが、その殆どが甚大な
被害により行政機能が喪失した市
町村への災害対策本部業務支援。
発災２週間目以降になると、医
療・健康・衛生対策業務に関する
支援の割合も大幅に増加。

◇ 東日本大震災における職員派遣の状況（続き）

【その他（各種団体等）】
〇 調整主体が「その他」であるも
のの大部分が、各タームを通して
医療・健康・衛生対策に関する業
務であり、その多くは、医師会や
病院協会、地元大学医学部等が調
整を行った派遣。
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◇ 熊本地震における職員派遣の状況
（「地方公共団体の受援体制に関する検討会（第1回）」 資料６より（主催：内閣府（防災））
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◇ 熊本地震における職員派遣の状況（続き）
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(参考)北海道胆振東部地震における関係機関等からの応援派遣
(「厚真町・安平町・むかわ町 平成30年北海道胆振東部地震記録誌」より)

厚真町（震度７） 安平町（震度６強）



地方公共団体からの短期の応援派遣（支援業務別に再集計）

【厚真町】延べ人９，３４７人
・リエゾン派遣、避難所運営、り災証明書交付
（北海道庁） ６，４８０人（69.3%）
・土木・上下水道技術支援、応急給水、物資・環境業務
（道内市町村） １，５３０人（16.4%）
・災害対策本部運営支援、避難所運営支援、り災証明書交
付業務支援
（対口支援） １，３３７人（14.3%）

【安平町】延べ人３，８８９人
・り災証明証交付支援等（被災家屋調査を含む）

１，９０５人（49.0%）
・避難所運営支援等 １，４８４人（38.2%）
・水道関係（応急給水・応急復旧等）２２８人（ 5.9%）
・リエゾン派遣 １３４人（ 3.5%）
・災害対策本部運営支援 １３３人（ 3.4%）
・災害復旧、災害廃棄物 ５人（ 0.1%）

【むかわ町】延べ人３，５０８人
・り災証明証交付支援等（被災家屋調査を含む）

１，５５５人（44.3%）
・避難所運営支援等 １，５３６人（43.8%）
・リエゾン派遣 ２１５人（ 6.1%）
・災害対策本部運営支援 １５０人（ 4.3%）
・保健師派遣 ５２人（ 1.5%）
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むかわ町（震度６強）

(参考)北海道胆振東部地震における関係機関等からの応援派遣（続き）
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(参考)平成３０年７月豪雨における岡山県倉敷市に対する他の自治体からの災害派遣
（平成30年7月豪雨災害から復興への記録より）

支援業務（延べ人数順）

・避難所運営（運営支援） ８，８８３人（38.9%）
・災害廃棄物処理等 ４，８７９人（21.4%）
・避難所運営（健康管理） ２，６４６人（11.6%）
・消防 ２，１１２人（ 9.3%）
・り災証明事務等 ９１５人（ 4.0%）
・生活支援業務（給水） ７５７人（ 3.3%）
・支援物資の拠点運営 ７４４人（ 3.3%）
・みなし仮設住宅申請受付 ３０８人（ 1.3%）
・被災者支援金業務等 ２７２人（ 1.2%）
・情報連絡派遣 ２３５人（ 1.0%）
・保健所運営支援 ２２３人（ 1.0%）
・教育支援 １５８人 :
・ボランティアセンター運営支援 １３９人 :
・広報活動 １２８人
・災害対策本部支援（連絡） １２６人
・土木・農業施設等災害復旧業務 １１１人
・災害対策本部支援（運営支援） ６０人
・税減免等業務 ４４人
・生活支援業務（入浴） ３４人
・応急仮設住宅の建設支援 ３０人
・ため池緊急点検 １４人
・動物管理 １３人
・被災者支援システム １人

計 ２２，８３２人



６応援体制の整備
（１）応援要請
①被災市町村の職員のみでは救助要員が不足する場合には、速やかに都道府県
に対し、避難所を運営する職員の他、要配慮者の状態等を鑑み、介護を行う
者（ホームヘルパー等）、手話通訳者、通訳介助者等の必要な職員の応援派
遣を要請すること。
②医師、歯科医師、看護師等の医療関係者や、社会福祉士等の専門職種につい
ては、別途、全国単位や都道府県単位で職能団体が独自の人的支援スキーム
を設けているものもあることから、都道府県と連携し、これらを適切に活用
し、対応することが望ましいこと。

（２）ボランティアとの連携
①被災者への救援物資の配布、避難所の運営や炊き出し、要配慮者の安否確認
やきめ細かな在宅生活支援等、災害時においてボランティアが果たす役割は
極めて大きいことから、ボランティアと積極的に連携すること。
②ボランティアを迅速かつ円滑に受け入れることができるよう、ボランティア
の行政窓口とボランティア活動の連絡・調整（コーディネート）組織を明確
に定め、その周知を図ること。
③避難所運営委員会（仮称）や同委員会が実施する避難所運営会議にボラン
ティアやボランティア団体等に参加を促すなど、平時から顔の見える関係を
構築すること。
④ボランティア活動を支援するため、社会福祉協議会、NPO・NGO・ボランティ
ア団体等と連携し、刻々と変化するボランティアニーズについて把握し、活
動者に的確な情報を提供すること。
⑤避難者自身にも、ボランティア活動に参加するよう呼びかけること。

（参考）避難所運営
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○ 避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針（抄）
(平成２５年８月（平成２８年４月改定）（令和４年４月改定）内閣府（防災担当）)

班名 役割
調整班 各班の業務の調整
情報班 市町村等との連絡・調整の

窓口、情報収集と情報提供

管理班 避難者数等の把握、施設の
利用管理

相談班 避難者のニーズ把握、避難
者からの相談対応

食料班 食料配給、炊き出し
物資班 物資の調達・管理、配給
環境班 生活衛生環境の管理、避難

所内の清掃

保健班 被災者の健康状態の確認、
感染症予防

要配慮
者支援
班

要配慮者の支援

巡回警
備班

避難所の防火・防犯対策

避難者
交流班

避難者の生きがいづくりの
ための交流の場の提供

ボラン
ティア
班

ボランティアの要請、調整

【運営主体の班構成の参考例】

※ 下線については応援派遣室にて引いている。



６．★被害認定調査に関する受援
②応援の要請

応援要請は、各地方公共団体における「受援計画」に定める方法に
沿って行います。通常は、被害認定調査を担当する部署から危機管理部
門や人事部門等の庁内全体の応援要請の窓口となっている部署に対し、
必要な人員等の情報を伝達し、庁内全体の窓口となっている部署が意思
決定者の承認のもと、他の地方公共団体や民間団体に要請を行います。
◇他の地方公共団体に応援を要請する場合には、総務省の「応急対策
職員派遣制度」の活用等を念頭において都道府県へ応援要請するほ
か、都道府県内における相互応援協定にもとづく応援要請や地方公
共団体が独自に締結している協定に基づく応援要請を活用する場合
などがあります。

◇また、過去には、被災経験を有する団体への要請や、被災経験を有
する団体からの申し出等により受援を実施した例もみられます。

◇民間団体について、過去の災害では、建築士、土地家屋調査士、不
動産鑑定士等の専門家などに対し、要請を実施した例が見られます。
事前に協定を締結している場合は当該協定に基づいて要請している
ほか、他の地方公共団体からの紹介や、民間団体側からの支援申し
出に基づいて受援を実施している例があります。

第２章被害認定業務の実施体制の整備
２．調査体制の構築
④★応援職員の要請・受入

庁内のみでは必要な人員を確保できない場合、a)他の地方公共団体、
b)民間団体等へ応援を依頼します。

（中略）

（参考）住家被害認定調査業務
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○災害に係る住家被害認定業務 実施体制の手引き（抄）令和５年３月内閣府（防災担当）

（参考）体制と業務分担例 災害規模の大き
い場合（投入人数が多い場合）

※ 下線については応援派遣室にて引いている。



災害時における応援派遣の主な仕組み（初動・応急期等）

区分 派遣チーム・ルール等 活動の一例 主な関連団体

救助等 災害応援部隊
（自衛隊）

遭難者等の捜索救助、避難の援助、道路啓開、救護、人員及び物資
の緊急輸送、炊飯及び給水、危険物の保安及び除去 等

防衛省

救助等 警察災害派遣隊
（都道府県警）

被災者の救出救助、緊急交通路の確保、検視、身元確認、行方不明
者の捜索、警戒・警ら、交通整理・規制、相談対応、パトロール
等

警察庁

救助等 緊急消防援助隊
（消防本部）

消火活動、要救助者の検索、救助活動 等 消防庁

公共土木 緊急災害対策派遣隊（TEC-
FORCE）（地方整備局等）

公共土木施設の被災状況の把握、排水ポンプ車の排水による被害の
発生防止、建築物の倒壊等の二次災害防止、災害申請支援 等

国土交通省

公共土木 災害復旧技術専門家派遣制
度

公共土木施設に被害が発生した際に、被災自治体から要請に応じ、
災害復旧にかかる技術的な助言な支援・助言ができる災害復旧技術
専門家を派遣

国土交通省、公益社団
法人全国防災協会

水道 日本水道協会会員水道事業
体による地震等緊急時相互
応援体制

応急給水活動、応急復旧活動、施設復旧等への技術的助言、応急給
水・復旧に必要な物資・資機材等の提供 等

公益社団法人日本水道
協会、厚生労働省

下水道 下水道事業における災害時
支援に関するルール

災害実態の調査から復旧方針の検討支援、被災施設における運転手
法のアドバイス、災害査定の立会、災害復旧工事の発注・施行管理
等

公益社団法人日本下水
道協会、国土交通省等

農地 農林水産省サポート・アド
バイス・チーム（MAFF-
SAT）（地方農政局等）

農地、農業用施設の箇所・面積の把握や被害額の算出等の支援、被
災した農地、農業用施設の応急対策の実施や災害復旧計画の工法の
検討等に関する技術支援

農林水産省

農地 農業災害復旧専門技術者の
派遣

農業被害が発生した際、被災自治体からの要請に応じ、農地・農業
用施設等の被害状況の把握、応急対策・災害復旧に係る技術支援を
行う専門技術者を派遣

全国土地改良事業団体
連合会（全国水土里
ネット）

通信 総務省・災害時テレコム支
援チーム（MIC－TEAM）（地
方総合通信局）

情報通信サービスに関する被害状況の把握、関係行政機関・事業者
等との連絡調整、地方公共団体に対する技術的助言や移動電源車の
貸与等の支援

総務省（本省、総合通
信局及び沖縄総合通信
事務所）

災害マネジメン
ト

総括支援チーム 被災市区町村長への助言、幹部職員との調整、応援派遣ニーズの把
握等のマネジメント支援

総務省、地方三団体、
指定都市市長会

※本資料は、関連団体からの資料、聞き取り及び公表資料から総務省応援派遣室の責任で作成(関連団体の了承を得たものではない)。(以下同じ)13



災害時における応援派遣の主な仕組み（初動・応急期）

区分 派遣チーム・ルール等 活動の一例 主な関連団体

避難所運営、
住家被害認定調
査・罹災証明書
等

対口支援チーム 避難所運営、住家被害認定調査及び罹災証明書の交付業務等に
対するマンパワー支援

総務省、地方三団体、指
定都市市長会

災害廃棄物処理
マネジメント

災害廃棄物処理支援員制度
（人材バンク）

災害廃棄物処理に関するマネジメントの支援（収集運搬の調整、
仮置場管理・運営に関する調整、処理処分に関する調整、災害
報告書作成・災害等廃棄物処理事業費補助金申請に関する助言、
その他災害廃棄物処理の事務等）

環境省

災害廃棄物処理 災害廃棄物処理支援ネット
ワーク（D.Waste-Net）

生活ごみやし尿、避難所ごみ、片付けごみの収集・運搬、処理
に対する作業員・収集車等の派遣 等

環境省・公益社団法人
全国都市清掃会議 等

住家被害認定調査 災害時の住家の被害認定業務
支援

関係団体との協定等に基づく被災地方公共団体の行う住家被害
認定調査等への協力

建築士会、建築家協会、土
地家屋調査士会、不動産鑑
定士協会等

住家被害認定調査 災害時の住家の被害認定業務
支援に関する内閣府と独立行
政法人都市再生機構協定

被災地方公共団体に対する住家の被害認定業務の内容の説明・
実施計画の策定に係る助言、現地調査の実施に係る助言等

独立行政法人 都市再生機
構・内閣府

建築物調査 被災建築物応急危険度判定
士の派遣（全国被災建築物
応急危険度判定協議会）

地震により被災した建築物の応急危険度判定の実施 一般財団法人 日本建築
防災協会・国土交通省 等

建築物調査 文教施設応急危険度判定士
の派遣

地震により被災した被災文教施設の応急危険度判定の実施 文部科学省

宅地調査 被災宅地危険度判定士の派
遣（被災宅地危険度判定連
絡協議会）

地震又は大雨等により被災した宅地の危険度判定の実施 国土交通省・都道府県 等

保健医療福祉
マネジメント

災害時健康危機管理支援
チーム（DHEAT）

被災地方公共団体における健康危機管理部門のマネジメント支
援

厚生労働省・DHEAT事務局
（日本公衆衛生協会内）

保健医療福祉 災害派遣医療チーム
（日本DMAT）

災害拠点病院、一般病院、救助現場、避難所等における傷病者
への医療行為

厚生労働省・DMAT事務局
（国立病院機構内）

保健医療福祉 災害派遣精神医療チーム
（DPAT）

避難所、精神科病院、仮設住宅等における被災者のこころのケ
ア

厚生労働省

14



災害時における応援派遣の主な仕組み（初動・応急期）

区分 派遣チーム・ルール等 活動の一例 主な関連団体

保健医療福祉 保健師等支援チーム 救護所、自宅、避難所及び仮設住宅等における被災者の健康
チェック・健康相談、避難所の衛生対策等

厚生労働省

保健医療福祉 災害派遣福祉チーム
（DWAT）

社会福祉施設等関係団体等（民間）の福祉専門職で構成される
DWATチームが福祉避難所等への誘導、災害時要配慮者へのアセス
メント、日常生活上の支援、相談支援、一般避難所内の環境整備
等

厚生労働省・都道府県
等（官民協働による災
害福祉支援ネットワー
ク）

保健医療福祉 日赤災害医療コーディネート
チーム、医療救護班、こころ
のケア班

救護所、避難所、各都道府県保健医療福祉調整本部、都道府県の
日赤支部、医療施設等において医療救護及びこころのケアなどの
救護業務を実施

認可法人 日本赤十字社

保健医療福祉 日本医師会災害医療チーム
（JMAT）

避難所、救護所での医療や健康管理 公益社団法人 日本医師
会

保健医療福祉 災害時感染制御支援チーム
（DICT）

感染制御関連の技術支援として、避難所の緊急リスクアセスメン
ト、感染症流行時の特殊な感染対策に関する相談、および実務支
援要望への対応

一般社団法人 日本感染
症学会

保健医療福祉 一般社団法人 日本災害リハ
ビリテーション支援協会
（JRAT）

避難所での動きやすい居住環境のアドバイスや応急的環境整備、
避難所支援物資の適切な選定と設置（段ボールベッド等）、リハ
ビリテーション支援活動 等

一般社団法人 日本災害
リハビリテーション支援
協会

保健医療福祉 日本栄養士会災害支援チーム
（JDA-DAT）

避難所での食事に配慮が必要な要配慮者（高齢者、障がい者、乳
幼児、妊婦、慢性疾患患者等）に対する個別支援や被災者全体の
栄養・食生活の環境整備 等

公益社団法人 日本栄養
士会

保健医療福祉 日本災害歯科支援チーム
（JDAT）

避難所等での口腔衛生を中心とした歯科保健活動 等 公益社団法人 日本歯科
医師会（日本災害歯科保
健医療連絡協議会）

保健医療福祉 災害支援ナース 病院等での救急外来等での増大した医療ニーズへの対応や避難所
での医療、看護 等

公益社団法人 日本看護
協会

外国人支援 災害多言語支援センター 行政機関等が発信する災害情報や、避難所にいる外国人のニーズ
を選別し必要な情報を多言語に翻訳して外国人に届ける 等

財団法人 自治体国際化
協会

ボランティア 全国的な社会福祉協議会職員
の派遣

被災市区町村社協を行う災害ボランティアセンターの活動を支援 社会福祉法人 全国社会
福祉協議会

ボランティア 特定非営利活動法人 全国災
害ボランティア支援団体ネッ
トワーク JVOAD

災害時の被災者支援活動が効果的に行われるよう、地域、分野、
セクターを超えた関係者同士の連携の促進及び支援環境の整備
等

特定非営利活動法人 全国
災害ボランティア支援団
体ネットワーク JVOAD

15
※上表の他にも、特定非営利活動法人TMAT,特定非営利活動法人AMDA,認定特定非営利活動法人災害人道医療支援会HuMA,特定非営利活動法人ジャパ
ンハート等のNPOや民間企業との協定といった様々な支援の仕組みがある。



（参考）ＤＨＥＡＴにおける活動の枠組み（厚生労働省）
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重点受援県

（10県）, 157,059 , 
17%

即時応援県

（18道県）, 
278,241 , 30%

被害確認後対応県

（19都府県）, 
489,840 , 53%

一般行政職員数（規模）の割合

重点受援県

（10県）

即時応援県

（18道県）

被害確認後対応県

（19都府県）

一般市区町村 94,692 173,911 292,905

指定都市 18,928 21,318 86,847

都道府県 43,439 83,012 110,088

43,439 83,012 110,088 18,928 
21,318 

86,847 
94,692 

173,911 

292,905 

0
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区分別の一般行政職員数

○ 一般行政職員数は、重点受援県が約１６万人、即時応援県が約２８万人、被害確認後対応県
が約４９万人。全国の一般行政職員数に占める割合は、重点受援県が１７％、即時応援県
３０％、被害確認後対応県５３％。

重点受援県
▷ 静岡県(静岡市・浜松市),愛知県（名古屋市）,三重県,和歌山県,徳島県,香川県,愛媛県,高知県, 大分県,宮崎県

被害確認後対応県：
▷ 茨城県,千葉県（千葉市）,東京都,神奈川県（横浜市・川崎市・相模原市）,山梨県,長野県,岐阜県,滋賀県,京都府（京都市）,大阪府（大阪市・堺市）,兵庫県

（神戸市）,奈良県,岡山県（岡山市）,広島県（広島市）,山口県,福岡県（北九州市・福岡市）,熊本県（熊本市）,鹿児島県,沖縄県

即時応援県
▷ 北海道（札幌市）,青森県,岩手県,宮城県（仙台市）,秋田県,山形県,福島県,栃木県,群馬県,埼玉県（さいたま市）,新潟県（新潟市）,富山県,石川県,福井県,

鳥取県,島根県,佐賀県,長崎県

一般行政職員数の状況※

※一般行政職員数は令和４年４月１日時点の地方公共団体定員管理調査結果による。

(人）

（単位：人）

（参考）地方公共団体における一般行政職員数の状況
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１ 災害マネジメント支援
被災市区町村の長への助言、幹部職員との調整、

被災市区町村における応援職員のニーズ等の把握、
被災都道府県をはじめとする関係機関及び総務省と
の連携等を通じて、被災市区町村が行う災害マネジ
メントを総括的に支援する。

２ 避難所運営・住家被害認定調査等支援
災害応急対策を中心とした災害対応業務のうち、

避難所の運営及び住家の被害認定調査・罹災証明書
の交付業務を中心に支援する。
また、避難所運営の衛生管理等の観点から、応急

対策職員派遣制度以外の仕組み等と必要な連携を図
る。

３ その他の業務支援
上記１及び２以外の支援であって、応急対策職員

派遣制度以外の仕組み等において対象としていない
業務についても、業務の緊急性に応じて支援に努め
る。

１ 災害応急対策を中心とした災害対応業務のうち、
避難所の運営及び罹災証明書の交付のほか、本制
度以外の仕組み等において対象としていない業務
を支援すること。ただし、本制度以外の仕組み等
と必要な連携を図るものであること。（対口支援）

２ 被災市区町村の長への助言、幹部職員との調整、
被災市区町村における応援職員のニーズ等の把握、
被災都道府県をはじめとする関係機関及び総務省
との連携等を通じて、被災市区町村が行う災害マ
ネジメントを総括的に支援すること。（災害マネジ
メント支援）

「応急対策職員派遣制度」における対象業務(要綱)

(１)災害マネジメント
(２)避難所運営 (３)支援物資に係る業務
(４)災害廃棄物の処理
(５ｰ１)住家の被害認定調査 (５ｰ２)罹災証明書の交付
(６)被災者支援・相談業務

市町村のための人的応援の受入れに関する受援計画
作成の手引きにおける受援対象業務例(内閣府資料)

南海トラフ地震アクションプランにおける
対象業務（案）

〇 南海トラフ地震発生時には大半の地方公共団体が
被災するため、即時に応援可能な人的資源に限りが
ある。

〇 特に、発災直後の支援においては、限られた人的
資源のなか、他の応援に係る仕組み等の存在も踏ま
え、対象業務の緊急性の程度を判断し支援を行う必
要があるのではないか。

南海トラフ地震の特徴を踏まえた検討の視点

各種応援制度における応援対象業務の確認・整理

○ 義援金・災害弔慰金・被災者生活再建支援金等の業務
○ 広報活動 等

過去の災害時におけるその他支援業務の例
(専門職種の業務や他の応援派遣の仕組みがある支援業務を除く)
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